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一 《論文要旨》
EUに おける政策過 程は一 国のそれ と比べ独特 の特徴を持つが,構 成国の代 表に
よって構成 される小委員会に政策執行の権 限が移譲され るコ ミトロジー手続 きは,
その代表例である。 コ ミトロジー手続 きは,共 同体の二つの制度的 中心 である理事
会 と欧州委員会の権限バ ランスを確保す るために,欧 州共同体最初 の共同体政策で
ある農業共通政策(CAP)の 実施規定 の策定 に際 に定 め られ た。 コ ミトロジー手
続 きはEUに おける民 主主義の確保の点か ら批判 に晒 され るが,コ ミ トロ ジー手続
きの成立の起源か らはむ しろ逆 のことが想定 されていた。 また当初 はCAPの 規定
に過 ぎなか った コミ トロジー手続 きが共同体政策へ と拡散 してい ったのは,テ クノ
クラシーと してのコ ミトロジー手続 きを生 んだ農業統合 によ って共 同体の政体化が
進んだためで もあった。 しか し政体化が深化 し,コ ミトロジーに基づ く統治 の正 当
性が確保 されな くなった現在,新 しい民主主義的な統治のメカニズムが必要 となろう。
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は じ め に
現在 の ヨー ロ ッパ連 合(EU)に お ける政治 を観 察す る際,ガ バ ナ ンスを
キ ー ワー ドと して語 られ る場 合 が多 くな って き て い る[Kohler・Koch&
Eising,1999][Kohler-Koch,2003][Marksetal,1996]。EUとい う共 同
体 においては,ナ シ ョナルな議会 や政府 のよ うな政治 システム上最 高位 に位
置す るアクターが政策 を立案 し執行す る ことで問題 を解決す る仕組 みはまだ
整 っていない。 しか し,EUの 機 関 とナ ショナルな政府 との協働 やネ ッ トワー
クでつなが ったア グターの働 きに よって,EU大 の政策 が立案 され執行 され
る。 このよ うな ヨーロ ピア ン ・ガバ ナ ンスを作動 させ る上で,重 要な メカニ
ズムが 「コ ミ トロジー」 と呼ばれ るEU独 特の政 策過程の システ ムであ る。
コ ミ トロジー は,EU研 究者以外ではそれ ほど知 られ ている用 語ではないが,
本稿 は コ ミ トロジーに対す る詳細 な紹介 と検 討が主 目的で はない。EUの 政
策過程 にお ける特徴であ り,ヨ ー ロピア ン ・ガバ ナ ンスを考察 す る際に不可
欠で あろうこの コ ミトロジー ・システムが何 故EUの 中に確立 し,そ してそ
れがEUの 政体 に どのよ うな特徴 を刻印 したのか,そ して コ ミ トロジー ・シ
ステムの展開 によ って,EUは どの よ うな性質 を持つ よ うにな ったのだ ろ う
か。 本稿 の第一 の問題意識 は以上の よ うな もので あ る。
他方,こ のよ うな コ ミ トロジーに見 られる通常 の国家 とは異 な るEUの 統
治 のあ り方 に対 する評価 は,近 年 ます ます ネガテ ィブな感を増 して いる。 こ
こでのキーワー ドは 「デモクラシー/民主主義」であ る。EUの 政策が拡大 ・
深化 し,そ れ に市民が よ り日常的 に影響 を受 け るようにな った以上,EU公
共政策 に対 して は何 らかの民主主義 的な統 制が必要 とな ろう。 しか し,そ れ
自体 では国家で はな く議会制民主主義的な機構 も兼 ね備えていな いEUに,
どの よ うな 「デモ クラシー」 が可能 なのだ ろうか。
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本稿 の もう一 つの問題意 識は,こ の ようなEUに おける民 主主義 のあ り方
を探 る ものであ る。 ただ し本稿 においては,こ のEUに お けるデモ クラシー
問題 を,EUの 制度が抱 えてい るテクノクラシー性 との関連か ら考察 す るこ
とにな ろ う。 この二つ の問題 関心,す なわち コ ミトロジー ・システムについ
て と,EUに お けるデモ クラシー とテ クノクラシー の問題 についての 関係 を
先 に敷術的 に説明 して おきたい。
これ までのEUに お ける民主主義論 においては,EUに は民主主 義的 な統
制 メカニ ズムが不在で あるとい う 「民主主義の赤字」論 が主要な傾向 にな っ
て久 しいω。 しか し,だ か らと言 って現 実のEUに お ける民主主義 の問題が
解 けた訳で はない。 む しろ,2005年の憲法条約の批准 をめ ぐる混乱 は,EU
の統治 におけ る民主 主義の発動 が結 局は うま くいかなか ったことを示 して い
る[Habermas,2006]。しか し,民 主主義の発動が うま くい っていい ことと,
EUの 正 当性 自体 の 可否 は別問題で ある。 実際,EUが 階層 性を欠 いた統 治
の体系 であ るが故 に,そ の正当化の回路 も複合的 に存在す るω。専 門家が 自
らの知識 を活 か して技術 的ではあ って も重要 な判断 を行 い,政 策の正 当性 を
確 保 す る。 テ ク ノク ラ シーはEUに お け る正 当性 の 回路 の一 つ で もあ る
LLord&Magnette,2004]。この よ うなEU共 同体政策 の政 治過程 にお ける
テ クノクラ シーの原型 こそ,コ ミ トロ ジーだ った。政策形 成の場 において専
門性 を活用す ることで統治 を豊かにす る能力を備え る一方で,テ クノクラ シー
化 す ることで民主主 義 を侵食す る可能性 もあるという専門性 と民主主義 の両
義 的な関係の問題 は,コ ミトロ ジーをめ ぐる典型的な問題 で もある と言 えよ
う。
本稿 では,こ の ような コ ミ トロジーが成 立 したその時点 まで遡 り,そ の成
立過程 を検証 し,そ の成立要 因 とそ こにお けるテ クノクラシー認識 を検討す
る。 そ して,こ の コ ミ トロジーがいかに して共 同体政策過程 のなか に埋 め込
まれ,強 力 な作用 を発揮 す るよ うにな ったのかについて検討す る。 その こと
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で,コ ミ トロ ジーを生 ん だEECの 最 初の共 同体政 策 で あ る共通 農 業政策
(CAP)の実 施が,ヨ ー ロ ッパ統合 に決定 的な特質 を与 え たこ とを明 らかに
す る。 以 上の よ うに,現 在 デモ クラシーの問題 に悩 む ヨー ロ ッパ統合 の初期
的過程 とその時期 に誕生 したコ ミトロジーの論理を考 察す ることで,経 済政
策過程 における専門性 と民主主義的統制の関係 に対す る考 察を行 う。
1.コ ミ トロ ジ ー と は何 か
コ ミ トロ ジー とは,EU立 法が欧州 委員 会(Commission)(3)によ って執
行 され るこ とに対 し,理 事会(並 び に現在 では欧州議 会)に よって統制 す る
メカニ ズムの ことで ある[八 谷,1999:207]。そ もそ もEU立 法 の執行権 限
は,理 事会か ら委員会 に委譲 されてい るが,立 法規則を実施す るために,加
盟 国代 表 に よ って構成 され る小委 員会(Committee/Comit6:以下 本稿 で
は この小委員会を コ ミテ と記す)と の協議 を経な けれ ばな らない とされ る。
この よ うな,EUに お ける政策実施過程 にお いて,コ ミテを通 してEU立 法
が実行 に移 され ることを コ ミトロジー手続 きと呼ぷ。 コ ミ トロジー とは,共
同体機構で ある欧州委員会 と加盟国,な らびにEU市 民の意見 を反 映 させ る
ため に確立 され た,EU独 特の現 象である といえ る。
1960年代 に確 立 した この コ ミ トロ ジー手続 きは,今 や 日常 的業務 にかか
わ る規制や,多 くのEU政 策の分野 に浸透 してい る。 コ ミ トロジー手続 きが
EUガ バナ ンスに対 して どのような役割を果た しているかにつ いては,ポ ラ ッ
クが手際 よ くまとめて いる。彼 は,社 会学的制度論並びに構 築主義 の研 究者
と合理的選択論者 とで は,コ ミトロジーに対す る評価 が異 な ることを指摘す
る[Pollack,2003:126]。前 者 は,コ ミ トロ ジー手続 きが加 盟国 とEU機
構の専門家が 「熟議的 にdeliberative」共 同政策の 問題 を効率的 に解決 する
ための フ ォーラムだ とす る。 ポラ ックの表現を借 りれ ば,「コ ミトロジーは,
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熟議 的民主主義 の テク ノクラテ ィ ックなバ ー ジ ョン」 なので ある[Pollack,
2003:126]。他方で合理的選択論か ら見れば,コ ミ トロジー ・システムとは,
加盟 国を主人 と して,委 員会 を代理人 とす る,加 盟国が委員会を統制す るた
めのプ リンシパ ルー エー ジェン ト・モデルその もので ある。
そ もそ も現在 の ヨー ロ ッパ統合 におけ る統治 は,同 様 の コ ミテの存在抜 き
には機能 し得 ない[Christiansen&Kirchner,2000]。ヨー ロ ッパ統合 の メ
カニズムの中には さま ざまな小委員会 があ るが,コ ミ トロジーが行われ る小
委員会 は,政 策過程 にお ける実施段 階におけ る役割 を果たす,コ ミトロ ジー
手続 きに関わ る ものを指す[図 参照]。 この コ ミ トロジー手続 きは,共 同体
にお ける政策様式 に関 して,原 則 しか定 めていない ローマ条約規定 を補完す
るもの とな っている。条約には,政 策(規 定の立案)は 欧州委員会が提案 し,
理事 会が決定す ると しか規定 されていない。他方 で,理 事会 に関す る箇所で
は,政 策 の実施 に関す る措 置について,理 事会 が欧州委 員会 に権限 を移譲す
ることが出来 ると規定 されてあ る④。 コ ミ トロジー とは,こ の規定 に従 って
ア ジ ェ ンダ ・
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図 政 策 サ イ クル とEUに お け る諸 委 員会(Committees)の関 与
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理事会 か ら権 限委 譲 された政策実施 に関す る問題 を欧州委員会 の下部委員会
が扱 うこと,そ してその下部委員 会を構成 す るのは加盟 国か らの代表 である
とい う,欧 州 委員会 と理事会 をつな ぐ特 別の チ ャンネルが引かれている こと
を意味す る。 それ ゆえ,ヨ ー ロ ッパ統合の政治作用 を分析す る際に,重 要 な
手がか りを残 すので ある。
ll.コミ トロ ジ ー ・シ ス テ ム の 成 立
コ ミトロジー手続 きをその全体の不可欠 な一部 として構成 してい るよ うな
共 同体 の政策 メカニ ズムを,仮 に コ ミ トロ ジー ・システム と呼べ るな らば,
そのよ うな コ ミ トロジー ・システムが登場 したの は,1961年末か ら62年に
かけての,EECに おけ る共通 農業政 策(CAP)の 成 立過程 においてであ っ
た。 コ ミトロジー は,CAPの 実施 にかかわ る諸規定 を議論 す るなか で登場
した メカニ ズムで あ った。 正確 に言 えば,コ ミ トロジー手続 きはCAPに 関
す る様 々な規 定の一 つ と して成 立 した,EECに お け る農 業統 合 メカニ ズム
の中の一 つの手続 きに過 ぎなか った。 この コ ミ トロジー ・システムの起源 と
その後の展開については,既 に幾つかの論稿が扱 って いる[Bertram,1968]
[Demmkeetal,1996][Haibach,2000][八谷,2000]。以下,近 年 公開 が
進んでいる共同体機構の公文書⑤を一部基 に して,多 少詳細 にコ ミトロジー ・
システムが確 立す る過程 を再構成 して い く。
2.1管理委員会 の設置交渉
1961年10月,欧州委 員会 は理 事 会 に対 して,CAP規 定 の制定 の際 に,
CAPの市場調整 規定の実施 にあた って,そ の運 営 を欧州委 員会が行 うこと
を提案 した。 これ は,欧 州委員会 が共 同政策 の実施 に当たって,主 要な役割
を果たすためで もあ ったが,そ れ以上 に,煩 雑 な 市場調整の業務 を継続的 に
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関わ るだけの リソー スを,理 事会単独 では持 ちえていなか ったか らで もあ っ
た。 また,欧 州委員会 と理事会 との間で意見 をや り取 りして共 同決定 に持 ち
込 む ことは,政 策実施の効率性 と迅速性 の観点か らみて,有 用 と思え る もの
ではなか った。 したが って,市 場調整機構 をどのよ うな人員 で構成 され,ど
のよ うな権限 を もった組織 に担わせ るのか,と い うことが問題 とな ったので
ある。
このような組織 を どの よ うな性質の ものとす るのかにつ いて は,加 盟国の
間で も方向性 は割れて いた。 西独が,当 該組織 が出来 るだけ技術的議論を検
討す る もの にとどめるべ きと考えて いた一方 で,フ ランスは政治的な機能 を
有す る組織 の設立を提案 した。 フラ ンス提案 においては,技 術的議論 のみな
らず農業政策 全般を議論 す る権 限を備えた,加 盟国 か ら派遣 された専門家に
よ って構成 され る 「市場の ヨー ロ ッパ組織(OrganisationEurop6ennedu
march6)」を設立す ることが提案 され た(6)。しか しフランス提案 のよ うな,
広範 な決定権 限を有 した共 同体組織 の新 たな設立 は,ロ ーマ条約 の規定 上認
め られ る もの で はなか った。 また,フ ラ ンス案 のよ うな新組 織 の設立 は,
EECにおけ る欧州委 員会 と理 事会 の権 限バ ラ ンスを崩 しかね ない もので も
あ った(7)。この よ うに,農 業統 合 を実際 に実行 に移す段階で の決定権 限を ど
の よ うな組織 に どの程度 委ね るのか とい う問題 は,EECの 制度 的基盤 を揺
らがす 問題 であ った。
このよ うな加盟 国の反 応 を受 けた欧州委員会 は,同 年12月 か ら開始 した
共 同農業政策 の規定策定 の 「マラ ソン会議」 の折,修 正提案 を提 出す る。12
月10日 に理事 会 に提示 された この欧州委 員会提 案 は,専 門家 によって構成
コ ミ テ
され る小委員会 を,市 場調整が組織 され るそれぞれの農業 セ クター毎 に設立
す るという もので あ った。 この コ ミテ設立案は,従 来の共 同体機構 の組織 バ
ラ ンスを崩す ことな く,か つ理 事会の負担を軽減す る もの と して,六 力国に
受 け入 れ られ た。 こう して12月12日 の理事会 において,「コ ミテ」 の設立
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につ いて理事会 は合意に至 ったので ある(8)。
しか し,そ の設立 され るべ き コ ミテが どの程度 の権 限を持 ち,ど のよ うな
決定方法 を取 り,そ して,共 同体の農業政策 の政策過程 の中で どのよ うな役
割 を担 うのか につ いては,こ の段階で は理事会 での合意 には至 らなか った。
この問題 は共 通農業政策 の規 定 におけ る制度 問題 として,引 き続 きCAP規
定策定 の問題 の一つ として議論 され ることになる。12月18日か ら開かれた
理事 会はCAP策 定 を議論 し始め る。再 び議論 され た コ ミテ問題 について,
仏独 は欧州委 員会提案 に基本 的に賛成 し,イ タ リアは留保を示 し,オ ラ ンダ
は明確な反対を表明 した(9)。オ ラ ンダは,当 該提案 で は当初 の 目標 であ る理
事 会の業務負 担を軽減す る こともな く,ま た業務 の効率性を保障す るもので
もない と して,当 初の欧州 委員会提案 であ る,欧 州委 員会 による業務運営 を
主張 した。 また イタ リアは,コ ミテを設 立す る際 には,農 産物 それ ぞれ に コ
ミテを設立す るので はな く,農 業セ クター全体で一つの コ ミテを設立す る こ
とを主張 した。
これ に対 し仏ベルギーは,欧 州委員会 提案 に同意 しつつ,コ ミテの役割 が
大 きな もの とな るよ うに要求 した。例 えばベル ギー農 相のエ ジェル(Char・
lesH6ger)は,コミテが単な る審議 機関 に限定 され るべ きで はない と主 張
した⑩。 その ため,欧 州委員会 とコ ミテの見解 が異 な った とき,理 事会 の決
定 までの間,コ ミテによ って示唆 され る内容 が暫定 的に実行 され る施 策 とす
るよ うに求 め た。 また フラ ンス農相 の ピザ ー二(EdgarPisani)は,コミ
テが欧州委員会 の提案 に単純 に賛否 をつ けるだけでな く,欧 州 委員会提 案 に
勧 告(suggestion)を与 え るこ とがで き るよ うな権 限を有 す るべ きだ と し
た。西 独 とル クセ ンブルグは,欧 州委員会 の修正提案 に特 に問題視 しなか っ
たが,仏 ベルギー程 の権限付与 は主張 しなか った。
このフランス ・ベルギーとオラ ンダとの対立 に妥協案を示 したのが西独だ っ
た。 西独代表 のマ イヤー=コ ルデ ィングは,コ ミテが欧州委員会 と理事会間
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の権限のバ ランスを取 りつつ,実 施規定 にかん して も理事会の影響が残 るよ
うな提案を行 った。 それは,コ ミテが欧州委員会 よ り提案 された法案 ・規定
に対 し同意 を与えなか った場合理事会 が最終 的な決定 を行 い,他 方一 カ月の
期間の間に理 事会が欧州委員会 か らの提案 と異 なる決定を取 らなか った場合
には欧州委 員会の決定 を実施す る,と い うものだ った(1D。
この主 張を受 け ピザー二が,コ ミテの決定続 きにおける異な るケー スを三
つ に整理 した。 第一 には,欧 州委 員会か ら提起 された施策 とコ ミテか らの答
申が同一 であ る場 合であ り,こ の場合,欧 州委員会提起の実 施 され る施策 は
即時実施 とな る。 第二 に,欧 州委員会 の提案 に対 しコ ミテが異な る答 申を採
択 した場合 であ り,こ の場合,欧 州委員会提起 の施策 は理事会 に通知 され,
理事 会が一 カ月以 内に修正 の見解 を取 らない場合 に限 って,欧 州委 員会提起
の施策 は実施 され る。第三 には,定 め られ た期間内 にコ ミテが合意 に至 らな
い場 合であ り,こ の場合,欧 州委員会提起 の施策 は執行 され るが同時 に理事
会 に案件 が移送 され,一 カ月以 内であれ ば理事会 は修正す ることがで きる,
とす る。 この西独が提案 しフラ ンスが整理 した修正内容,す なわ ち,コ ミテ
に委 員会提案 に対 す る拒否権 を発動す る余地を残 した規定 は,最 終的 に成立
す るコ ミテの規定 内容 を提供 した。
オ ラ ンダは移 行期 間規 定ω の変 更を条 件 に この西独案 を受 け入れ,コ ミ
テの設立規定 の最終 的な作成 に入 るこ とが合 意 された。1月14日 に合 意 さ
れた規約 はCAP規 定 に埋 め込 まれた ものだ った。 この規定 において,コ ミ
テは以下 のよ うな機 関 として設立 された。
第23条二項(13)
1.加盟国 の代表 によ って構成 され,欧 州委 員会代表が議長を司 る穀物 の運
営委員会[以 下 コ ミテ]が 設立 され る。
2.コミテにおいては,加 盟国の票数は,ロ ーマ条約148条第ニ パ ラグラ フ
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に規定 されて いる加重法が適用 され る。 議長は投 票 に参加 しな い。
第三項
2.欧州委員会代表 は,取 る予定 の施策 の草案 を議題 に付す。 コ ミテは期限
内に当該施策 につ いて答 申(avis)を発す る。
3.欧州 委員会 は即 時実 行で きる施策 を定 める。 もしその施策 が コ ミテ よ り
出 された答申 と一致 していない場合,当 該施策 は即 時欧州委 員会 によ っ
て理 事会 に通知 され る。 この場合,欧 州委 員会 が定 めた施策 の実施 を,
理事会への通知後一 カ月迄を期限 と して,延 期す ることが出来 る。理事
会 は,加 重多数決 によ って,一 カ月 の期間内 に,異 なる決定を下す こと
ができる。
さらに1月 以 降 も,六 力国 はコ ミテに関す るよ り詳細 な規定 を議論 す る。
4月13日 の農業特別委員会(Comit6sp6cialagriculture)において,コ ミ
テに関す る八項 目に亘 る規定草案が提 出 され,よ り詳 細な コ ミテの運営 に関
す る規則 を協議 した㈹。 ここでは特 に,運 営委員会の構成員の要件 と運営委
員会 にお ける議事進行 手続 きが扱 われた。 そ して同年10月 には,コ ミテの
権 限 とその諮問 手続 きにつ いてよ うや く確定す ることとな ったのであ る㈹。
この ときには,設 立 され る運営委 員会 は穀物 セ クター だけでな く,CAPで
実現 され る農 産物 それぞれ に運営委員会 を設立 す るとされた。 こう して,運
営委員会 によ るCAPの 実施施策 を委 員会か ら諮問 された上で その施 策が決
定 され るとい う,コ ミ トロ ジー手続 きは,CAPの 政 策過程 の 中の一 つ の メ






れてい なか った。 またその コ ミ トロ ジー手 続 きを立案す る際,技 術的な問題
を専 門家が諮問す る手続 き とす るのか,そ れ とも共通 農業政策全般 にわたる
政治 的な問題 を協議す る手続 きとす るのか については,加 盟国の中で も方向
性 は分 かれてい た。 また,専 門家 によって構 成 され るコ ミテの人員が,実 際
の ところどの ような経歴 を有す る人 々に よって担われ るか という点 もコ ミト
ロジーの成 立時 にあって は重要な問題だ った。欧州大の農業 ロ ビー団体で あ
るCOPAは,各 国政 府代表 に限定 されず,農 業の担 い手 の利益 を代 表す る
人 を コ ミテの議長 と して制度 化 され ることを要求 している㈹。
さらに,コ ミテを構成す る人員は,加 盟 国政府か ら派遣 され る政府官吏 と
され るが,そ の定 義は必 ず しも厳密に適用 されなか った。その理 由 として,
オ ラ ンダの国 内事 情に基づ く解 釈の変更が あ った。 オラ ンダは穀物 の市場調
整 に関す る管轄 が脱 中央集権化 してお り,「Produktshappen(商業協会)」
と呼 ばれる組織 に権限 と人員 が移管 していた。それゆえ,当 初 の規定で はオ
ラ ンダは コ ミテに専門家を派遣 できない として,加 盟国代表に関す る要件 の
緩 和 を要求す る。結果,理 事会 は コ ミテを構成す る加盟国代表 は,中 央政府
だ けで な く公 的な機 関に属す る専門家で あれ ばよいというように解釈を変更
す るこ とを合意 しだ17)。この合意 は,政 府 内外の専門家が広 くコ ミテに参加
す るこ とを可能 と した呼び水 とな ったと言え るだろう。
先に見たよ うにCAPに おけるコ ミテは,ロ ーマ条約 に規定 されていなか っ
たため,そ の役割 の決定 に当た っては大 きな議論 が引 き起 こされた。 とは言
え他 の経 済セ クターにおいて は,ロ ーマ条約 の規定その ものに,同 様の専 門
家小委 員会 の設立 を記 して ある もの もあ る。運輸政策 における専門家諮問委
員 会(Comit6d'expertsenmatieredetransports)と,通貨政策 におけ
る通 貨委 員会(Comit6mon6taire)がそれであ るf18)。これ らの委員会(評
議会 と訳 され る こともあ るがフラ ンス語で はComit6である)は,コ ミ トロ
ジー手続 きの ような役割を発揮す ることはないが,政 策過程の中で重要 な位
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置 を占め るもので ある。特 に通貨委 員会 は,共 同体 における通貨問題を討議
す る貴 重 なア リーナ と して機 能 した(19)。EECの政 治過程 には,専 門家 が参
加 して担 うことが 当然の システ ムと して確 立 していた と言 えよ う。
さてCAPと コ ミトロジー ・システムが成立 したときに,そ れを定 めて い
た人 々はテ クノクラ シーにつ いて どの ような認識 を もったのだろ うか。残 さ
れた史料 か らそれを伺 うことは難 しい。 だが,欧 州委 員会副委員長 でCAP
制定 に当た って欧州委員会 において中心的な役割を果た したオ ランダのマ ン
スホル トは,後 年 のイ ンタビューで こう語 る。誰が ヨー ロッパを知 っている
のだ ろ うか?と[Mansholt,1974:53]。マ ンスホル トに とって も,ヨ ー
ロ ッパ統合の現実 は煩雑で膨 大な細かな規制 と規約 の山であ った。その上 で,
ヨー ロ ッパ は現実 かユー トピアか と尋 ね られたマ ンスボル トは,私 はユー ト
ピアを選ぶ,と 断言す る。50年代 にオ ラ ンダの農 相 を長 く務 め,農 業専 門
家 であ ったマ ンスホル トは,細 か い規約 の束 が現実 でない と考 えたので あろ
うか。 専門家 であるな らば,専 門的知見を積み重ね ることの重要性 は理解 し
て も良 いだろ う。 しか し,マ ンスホル トにとって依 然 ヨー ロッパ の共同体 の
設立 と運営はユー トピアに近 い任務 だ った。 それ ゆえ,マ ンスホル トに とっ
てテ クノ クラシーは逆 に重要な問題でなか った[Mansholt,1974:54]。ヨー
ロ ッパ統合 にテクノクラシーの要素 に溢れて いればこそ,ヨ ー ロ ッパ統 合の
本来 の姿はそこにはないとマ ンスホル トは言 うのである。 このよ うに見ると,
CAP成立期 にその政 治過程 にテ クノクラ シーが埋 め込 こまれたの は,テ ク
ノクラ シーによ ってのみ政治過程 が動 き出す とい う現実的な認識が あった こ
と以上 に,当 事者 はそれ をテクノクラシー と感 じていなか ったか らと言 え る
だろ う。 しか し,現 在のEUに おけ る民主主義論 が前提 としていることは,
それがテ クノクラシーその ものだ った ことで ある。
さらに,コ ミ トロジー手続 きを導入使用 と した際,も っとも慎重 に検討 さ
れな ければな らない とされた問題 は,欧 州委員会 と理 事会 との制度 間バ ラ ン
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スの問題 だ った。 これは何を意味 して いるの だろ うか。 欧州委 員会 と理事会
はその権 限 と役割 に大きな差がある ものの,ヨ ーロ ッパ共同体 におけ る最 も
強大 な組織で あ った。 その一方 が もう一方 を凌駕す る権限を手 に入れ ること
は,さ ま ざまな危険性 を惹起 させ るものだ った。統治機構 にお ける権力分立
の原 則か ら見 て も,欧 州委員会 と理事会 の権 限は均衡 が取 られ るべ きであ る
とされ た。CAP実 施 に当た ってその均衡 を確 保す る メカニズ ム として,コ
ミトロジーは考え られた。つ ま り,コ ミ トロジーの導入 は共 同体 の統 治体制
にお ける権 力の分散化で あ り,共 同体機構 にお ける権 力分立 は一種の民主 主
義の確保で もあ った[Herbek,1998:229]。
皿.コ ミ トロジー ・システムの定着 と拡散
農業政策の,し か も当座 は穀物市場調整 に関す る実施措 置を審議す るため
に導入 された コ ミトロジー ・システ ムは,し か し60年代を通 じて強化 され
ることとなる。 その強化 のベ ク トルは,垂 直 的強化 と水平的浸透 の双方 に見
受 け られ る。 つ ま り,運 営委員会 の存在 がCAPの 政策過程 の中で大 きな位
置 を 占め始 め,か つ運営 委員会 に勝 る権限 を有す る新 しい種類の コ ミテが登
場 す ることと,運 営委 員会手続 きが農業以外 のセ クターに拡大適用 され るよ
うにな るのである。 これ は,コ ミ トロジー ・システムが,共 同体の政策過程
の中に確実 に定着 し,そ して当初想定 されていた政策領域以外に拡散 してい っ
た ことを物語 っていた。
3.1垂直的強化
コ ミ トロジー ・システ ムの強靭性 は,60年 代の ヨー ロ ッパ統 合の最大 の
危機 とな る空席危機 の際 に,密 かに表れ た。 空席危機 とは,65年7月 よ り
フラ ンスが ブ リュ ッセルの共 同体機構か ら自国の代表を撤退 させた もので,
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66年1月 まで続 いた。 空席危機 の要 因は さまざまであ るが,概 略 的 には統
合 の方向性をめ ぐる問題 と共 同体 予算 の分担 をめ ぐる問題 に分 け ることがで
きる[川 嶋,2007,Chap.7-8]。第一 の ヨー ロ ッパ統合 の方 向性 をめ ぐる問
題 とは,超 国家的統合を志向す る欧州委 員会(特 に委 員長 ハル シュタイ ン)
とそれに頑迷 に反対す るフラ ンス(特 に大統領 ドゴール)と の衝突であ った。
これは特 に65年3月 に欧州委員 会が提 出 した,共 同体 の固有財源 の確 立 に
伴 う欧州議会 の権 限強化 において表 れた⑳。他方で共同体予算を め ぐる問題
は,加 盟 国の分担金 をめ ぐる取 り分 け仏伊 との間 で起 こった。
空 席危機 は,共 同市場 を発進 させ よう とす るEECに あ って,確 立 しつつ
あ る統 合の メカニズ ムに対 し異 議を唱えつつ,自 国の求 める統合 の様式 に修
正 しようとす るフラ ンスと,他 の加盟国および欧州委員会 との対立 だ った。
65年6月28日 か ら30日まで開か れた理 事会 は,同 月末 日で規定 が失効 す
るCAPの 財政拠 出規定 について合意 で きないままに終 了 した。 理事会 が合
意で きな いままに散会 とな ったの は これまでなか った こ とだ った。 フラ ンス
は翌 日よ り,共 同体機構か ら自国代表 を撤退 させ ることを発表 した。 これが
空席危機 の勃発 を告 げた。
フラ ンスの共 同体機 構か らの撤退 は もちろんEECを どん底 に突 き落 とす
ものだ った。 しか し,こ の フランスの撤退 は,実 の ところ部分 的だ った。 フ
ラ ンスは危機勃発 の直後 よ り,ど の共同体機構 か ら撤退 すべきか,慎 重 な検
討 を行 って い る(21)。そ こで は,フ ラ ンスはEECの 委 員 会,EECとECSC
の理事会,コ ルペ ールとい った主要な組織か らの撤退 を予定 して いるだけで
な く,そ の他の専門的な小委員会につ いて も撤退す ることが想定 されていた。
そのよ うな小委員会 の中には,関 税 同盟 の実現計画を討議す る中期経済政策
専 門委員会,財 政調和化委員会,共 通運輸政策検 討委員会 とい った関税同盟
の実現計画 を討 議 してい た専 門家 によ る小 委員会 に加え,EECと 域 外の第
三国 との関係を担 当す る各種 の交渉 委員会 に対 して も参加 が見送 られた。
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だが しか しフラ ンスは,共 同体業務 の 日常的運営 に極めて直接的に関係す
る技 術的性格 を持つ よ うな会合 を欠席 す るこ とは,自 国の利益 にな らない と
判 断 した。 そ こで想定 され てい る会合 こそ,CAPに お ける運営委員会 だ っ
た(22)。この当時運営委員会 は基本 的に半月 に一度会合 を開 き,産 品毎 に特化
した各 コ ミテまたは産 品領域毎 の コ ミテは市場運営 において広範囲の責任 を
有 して いた。例え ば,農 産物 の価格 ヒ昇に対 して共 同体的保護を適用す る措
置 を行 い,競 争条件 を調和化 させ,六 力国内での農産物取 引に関す る規約 や
各国国 内市場への 国家介入に関す る規定を実行 した りす る必要があ った。
さ らに,CAPの 基本的手段 の一 つ であ る課徴金 の額 は,技 術的 に定 め ら
れた規準 に従 って運 営委 員会において決定 される。 それゆえ,豚 肉 ・家禽肉 ・
牛肉に関す る課徴金 は,穀 物価格を協議す る運営委員会の勧告(avis)に従 っ
て,三 カ月 ご とに修 正 された。 また 「輸 出払戻金」(23)の額 も同様 に運営 委員
会で決定 された。 この ような払戻額 は,国 際市場 での時価 と六 力国の中の輸
出国 におけ る価格 の差異を補填す るために定め られ るものだ った。つ ま り運
営委 員会 は,市 場 の現実 の状況 に応 じて この ような様 々な要 因を正確 に見積
もらな ければな らなか った(2㌔この よ うなCAP運 営 に 日常的で停止 す る こ
とが許 されない業務 か ら一的 に撤退す ることは,フ ラ ンスに とって利益 とな
る ものではなか ったので ある。
この ように,運 営委員会の業務 は農業政策の実施 に関 し加盟 国に とって不
可欠 な もの とな って いた。 しか もそ こで協議 され決定 され る政策実施の 内容
とい うのは,あ りていに言 えばCAPに おける予算 の執行に関す る事柄であ っ
た。少 し後で触れ るが,運 営委員会 が持 って いた権限 というのは決 して大 き
くない。 しか し,運 営委員会で定 めなけれ ばな らない事項 というのは,日 々
の流動 的な経済活動 を反映 した ものであ り,一 般的な規定 しか定 める こと し
か出来な い条約上の規定 には馴染 まない。 それ故 コ ミテには実施 的な政 策執
行 に関す る決定権 限 が委譲 され る必要 があったので あ り,こ の運営委員 会が
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共同体政策の実 施 に際 して持 っていた影響力 は加盟 国 にとって無視 で きな い
もの とな っていたのであ る。 空席危機 は ヨー ロ ッパ共同体の歴史上 最大の危
機 であ ったが,そ の危機 の嵐 の水面下 で は,EECに 固有 な政策 メカニ ズム
が静 かに機能 し続 けて いた[Cf.Ludlow,2005:Chap.3]。共 同体 の政策過
程 の中に埋 め込 まれ たコ ミトロジー ・システ ムは,既 に加盟国政府 に対 し強
い影響 を与えてい たのであ る。
3.2水 平的浸透
とはいえ興味深 い ことに,こ の空席危機の解決過程 においては,運 営委 員
会 は逆 にその権 限の弱 さが問題 とされ る こと とな った。66年1月 に提 出 さ
れたデ カローグ と呼ばれる空席危機解決 のための フラ ンスの十 力条要求 にお
いて,フ ランスは委員会 にたい して運営委員会が単な る諮問機関 と成 り下が っ
てい ることを批判 し,運 営委員会 に正 当な権 限を持 たせ ることを要求 して い
る。 実際危機収束後,運 営委員会 とは異 な るタイプの コ ミテが設 立 され るこ
と とな った。 それが 「規制 委 員会」 と呼 ばれ る もので あ る[八 谷,2000]
[Demmkeetal,1996]。規制 委 員会 は,運 営 委員会 よ り も制度上 委 員会提
案 に対 して抑制的であ り,よ り強い決定権限を コ ミトロジーは得 たのであ る。
この よ うに,本 来 は農業セ クターの,し か も当座 は穀物の 市場調整 に関す
る実施規定 を協議す る場 と して設立 された運 営委員会方式 は,別 の種類の コ
ミテの登場 によって 「コ ミトロジー手続 き」 と して確立す るのである。 さ ら
に,コ ミ トロジー手続 きは農業以外 のセ クターに も拡大 され ることとな った。
既 に63年の共 同体 とア フリカ諸国の連合 協定 を結 んだ ヤウ ンデ協定 におい
て,ア フ リカ諸国へ の援助の実施 に対 し運営委員会方式 を修正 した コ ミトロ
ジー手続 きを,EECは 導入 していた[Demmkeetal,1996:62]。
コ ミトロジー手続 きが農業政策以外 のセ クターに大 き く拡 大 され る契機 と
な ったのは,1970年に下 された欧州裁判所(ECJ)に よるケス ター判決だ っ
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た㈱。 この判決は,米 穀お よびその派生生産物 の輸出入 ライセ ンスの取得 要
件 を定 めた64年7月 の委 員会規 制(RegulationlO2/64)の妥 当性 を 問 う
ものだ った。 この規制 では,当 該農産物 の輸 出入 ライセ ンスは一・定期 間内 に
輸 出 もし くは輸 入を行わなければ没収 され る保証金 を払 わなければ発効 され
ない と定め られていた。 だが ドイ ツの企業であ るケスターは,保 証金 を払 っ
て輸 出 ライセ ンスを取得 した ものの,期 間 内に実際の輸出を行わなか った と
して,こ の保証金 を西独 の管轄 当局 に没収 された。 ケスターはこの保証 金規
定 に異 議 を唱え,ド イ ツの行政 裁判所 に訴 え たのであ る(そ の後ECJに 判
断 が移 管 され た)。 も と もと こ の保 証 金 規 定 は,1962年の理 事 会 規 制
(CouncilRegulation19/62)にて定 め られ た もので,共 同体 の穀物輸 出入
管理の ために,輸 入 につ き保証金 と引き換えにライセ ンスを発行す るものだ っ
た。 そ して規定期間内に輸 出入を行 わなければ保証金 は没収 され る。ただ し,
62年の時点で はその他 の細か い規定 は決定 され てお らず,そ れ らの策定 は
運営委 員会 によ って審議 され,保 証金規定 は輸 出入 の双方 に拡大 され64年
7月の委員会規制 に盛 り込 まれ た ものだ った[Haibach,1997:3]。つま り,
穀物の輸出入保証金 の制度の是非 を問 うことは,そ れを策定 した コ ミトロジー
手続 ぎ26)の妥 当性 を問 うことだ った。
ECJの下 した判断 は,運 営委員会 の存 在 は決 して理事 会 と欧 州委員会 と
い う共 同体機構 の制度間均衡 を崩す ものではな く,む しろ理事会 と欧州委員
会 間 の権 限移 譲 の た め の 有 効 な 手 段 で あ る,と い う もの だ った[Case
25/70,para.9コ。 判決 では,運 営 委員会は実質 的な決定権限を有 してお らず,
諮 問的性格 が色濃 い機 関だ とい う。 他方で,理 事会が共 同体政策 の実施 に関
す る権限 を欧州委員会 に移譲す るこ とはローマ条約 の規定上正 当で あ り,運
営委員会 によ って理事会 は欧州委員会 に政策実施 に関す る相 当の権限 を移 譲
す ることがで き る,と された。 コ ミ トロジーの重要性 にかん しては逆説 的な
が らも,ケ ス ター判決は,コ ミ トロジー手続 きを共 同体法上合法 であ ること
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を認定 した ものだ った。
ケ スター判決以後,コ ミトロジー手 続 きが農業セ クター以外 に一気 に拡大
す る[Usher,1988]。コ ミトロジー手続 きは,運 営委員会 と規制委員会 と言
う二つの異 なる種類の コ ミテにおいて異な る審議 ・諮問 プロセスを構成 した。
コ ミトロジー手続 きは80年 代後半 の ドロール欧州委員会委 員長 の下で改革
がな され,三 種の異な るコ ミテの手続 きを明確化 させ た。助言(Advisory),
運 営(Management),規制(Regulatory)の三種 の コ ミ トロジー手 続 き
が1987年7月に理事会 によって採択 され,以 降 コ ミトロジー手続 きは共 同体
機構 の公的なメカニズムと しての役割 を確立す る[Demmke,1996=66-68]。
3.3農業統合の確立と共同体の政体化
以上のよ うにコ ミ トロジー ・システ ムが誕生 した経緯 とその後の浸透 の プ
ロセ スを見た とき,何 故農業統合か ら生 じたのか,と いう問いを抱 くことに
な る。言 うまで もない ことだが,CAPはEECに お ける最初の本格 的な共 同
体政 策であ った。 つま り,そ の最初の共 同体政策 を実施す る段階で コ ミ トロ
ジー手続 きが確立 されたのであ り,そ の意味で コ ミトロジー は最初か ら農業
統合政策の実施 に必 要なメカニ ズムだ った。 コ ミトロジー手続 きが多 くの修
正を経た とは言え今 も共 同体 の重要な メカニ ズムだ とす るな らば,農 業統合
が ヨー ロッパ統合の刻印 した ものとはなんだ ったのだろ うか。 この問いは,
決 して派生 的な ものではない。 む しろ,コ ミトロ ジーを筆頭 とす る共同体の
政策 メカニズムに大 きな影響 を与 える,ヨ ーロ ッパ共 同体の質的変化 に関わ
る問題であ る。つ ま り,当 初 は政体(Polity)としては成立 しなか った共同
体(つ ま りはEEC)が,90年 代には曲 りな りとも政 体の様相 を呈す るとい
う変化 を どう説 明す るか とい う点 に関 し,EECが 最 初 の取 り組 ん だ農 業統
合の メカニ ズムが どの ような影響 を与 えたのか,と い う風 に言 い換え ること
が出来 よう。 となれば,ま ず農業領域 における共 同政策の実施 はどの ような
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政策的 メカニズムに基づ いていたのか,そ して どの よ うな重要性 を持 ってい
たのか を明 らかにす る必 要があ るだろ う。
農業統 合 の重 要性 は以 下の点 に集約 で きる。 第一 に,CAPに おいて実現
すべ き こととは,な によ りも域 内加盟 国において当該農産物 が同一 の価格 と
な ることで ある。 その ためにCAPで 重要な政策 とはなによ りも価格政策で
あ った㈲。域外(国 際)価 格 か らは高め に設定 された域 内での最低価格 を維
持す るために,共 同体 は生産者 に対 して は農産物 を介入価格で買い 上げ,輸
出に際 しては払戻金が支払われた。 この価格政策 を維持す るため には,各 国
の政策 に対 す る合意 の維 持以上 に,支 払 いに必要 な 予算 とそれを可能 とす る
共 同体 の財政 基盤の確保 が必要だ った。その財政 を支え るのは,な によ りも
各国か らの分 担金 だ った。 つま り,CAPの 遂行 とは各国か らの税の徴収 と
その再分配 その ものを意 味 した。
さらに,こ の価格政策 と表裏一体 に展開 されたのが課徴金 システムであ る。
課徴金 とは,農 作物の域外か らの輸入 に対 して,域 内価格 に均す ために課 せ
られ る一種の関税で ある。重要なの は,こ の課徴金は共同体固有 の財源 と し
て,CAPの 財政拠 出の基金 とな るFEOGAに て管理 され る。 その額 は決 し
て多 くな いが,ヨ ー ロッパ 共同体 は単 にその加盟国か らの分担金 によって成
り立 って いるで はな く,共 同体固有の財源を有 してい たのである。
この よ うに,共 同体 は固有の財源 を有 して,政 策を実施す るための予算は
再分配 され る。 中世 ヨーロ ッパ において近代的な国制の誕生 の契機 が王制へ
の徴税 権 と軍事権 の一元的 な集約化 だ ったこ とを想起すれば,こ の ヨー ロッ
パ共 同体の財源 とその再配分 ルー トの確立 は,ヨ ー ロ ッパ共 同体 が固有 の方
式で一 種の政体へ と深化す る要因の手 がか りが残 されて いるのではなかろ う
か。
さ らに農業統合 は,そ れ 自体が複合的 な経済統合 だった。 コ ミテ設立 時の
際 にイタ リア代表 の提案 は農業 セ クターだけで一つの コ ミテで よい,と い う
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ものだった。 この イタ リア提案 には,農 業統合がセ クター別統合 なの か全般
的統合 なのか,と い う興味深 くかつ重要 な論点が隠 されて い る〔28)。農業 にお
いては各農産物 によ って事情 は異な り,例 えば ワイ ンの専門家 とバ ター生産
者 との間で共通の議論をす る可能性 は少 なかろ う。 それ ゆえ,農 業統合 を全
般 的な経済統合 と して考え るべ きなのか,そ れ とも石炭鉄鋼 のよ うな単一 の
セ クター別統 合 と して考 え るべ きなのか とい う議論 は,50年代 の当初か ら
交 わされ続 けた ものだ った。EECに おけ るCAPは,介 入価格 を設定 す る農
産物 につ いては,そ れが一つの単一市場 なのであ り,穀 物,牛 肉,豚 肉,牛
乳 ・乳製品,ワ イ ン,野 菜 ・果実,と い った農産物 は,そ れぞれが単一市場
を形 成 し,CAPに よ って誕生 した農業 市場 とは,こ れ らの農産物 ごとの 単
一市場 の複合体 なのである。 このよ うに農業統合 では,農 業 とい う一 つのセ
クターにおいて複数 の市場 を設立す る必要があ った。
つま り農業統合 とは,内 部 に複合的な ブランチを抱 えた,そ れ 自体 が複合
的な統合 を要求す る ミニ ・コスモスであった。 ヨー ロ ッパ統 合の深化 とは,
この ミニ ・コスモスか らマクロな共 同体全体の コスモ スへの変容 であ る。 そ
こには,農 業統 合の ミニ ・コスモスを運営す ることで生 じた共同体 財政 によ
る再分配過程 の進行 と,そ の再配分過程の機能 に関与 した コ ミ トロジー手続
き とい う,ナ シ ョナル とコ ミュノテールを融合す る回路 の発動が あったので
ある。
お わ り に
以上の よ うにコ ミトロジー ・システムの形成過程 を検討す る と,共 同市場
を設立 し,初 めての共同政策 を実施 しよ うと した とき,そ こには政策実施 の
正 当性(Legitimacy)や民 主主義 的な統制 に関 す る意識 は その当時 に文脈
に即せ ば存在 して いた。 ただ しそ こでは,専 門性 の発揮が民主主義 に どのよ
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うな緊張 関係 を強い ることにな るのか,と い う問題意識が醸成 され る余地 は
少 なか った。 その環境 的な要 因 と して,当 時最 も問題 だ ったのが,そ もそ も
全般 的な共 同市場 の構築 その ものを軌道 に乗せ ることであ り,そ れを成功 さ
せ ることが最 も求 め られていた ことが挙 げ られよ う。実際,立 ち上が ったば
か りの欧州委 員会 の フランス代表は,そ の職 を辞 した直後 に公刊 した回顧録
で,共 同体 の政策 を実行に移すために必要 な専 門性 を誇 りに思 うことを冒頭
に述べ る[Lemaignen,1964:10-11]。この当時,ま だ ヨー ロ ッパのデモ ス
とはナ ショナルなデモ スの集合体 に過 ぎず,ヨ ー ロ ッパ大 のデモスは確立 し
て いない状態だ った。 この ような意 味で,共 同市場 を完成 させるまでの ヨー
ロ ッパ共 同体の形成過程にお いて,専 門性 と民主主義 のデ ィ レンマを問 うこ
とは 「当を得な い問題(fauxproblbme)」だ った とも言え るだろ う。
複雑でかつ重層的 な行政 メカニ ズムが展開 されてい る現在のEUに おいて
は,そ のメカニ ズムが成立 した当時 とは問題状況が全 く異な ってい る。 に も
か かわ らず,メ カニ ズムそ の ものは漸次的な制度改革 を経て修正 され るだけ
で,問 題 と解決能力 との間 にギ ャップが生 じて いる。 コ ミトロジー成立時 に
は,デ モ クラシー と共同体 の正 当性の問題が共 同体機 構 内部のみ に関わ る問
題 だ ったのに対 し,今 その問題 は共 同体機構 と共 同体市民 との関係 の問題 へ
と転換 して いる。EUが 強力 でかつ実 体を もった政治 的空 間,つ ま りは政体
として確立 した以上,そ の政治空 間の統治 に属 しているデモスが登場す るこ
とにな るか らであ る。
ところでハイバ ッハは,コ ミ トロジー手続 き とは要す るに執行府 による立
法 作用であ り,そ の ような メカニズム 自体 は欧米 各国に も存在 しEUに 特別
な現 象ではない と主張す る[Haibach,2000]。ドイツ,ア メ リカ,イ ギ リス
においては,執 行府 が立法府 か ら権 限を委譲 され,あ る程度 の立法作用 を果
た して いる。 その程度は各国で異な るが,権 限の委譲 には限界 があ り,ま た
執行府 による立法 に対 して議会か らの一定 のチ ェ ック機能 も働 いてい る。ハ
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イバ ッハは別の論稿 では,EUの コ ミ トロジー手続 きは,英 米独 にみ られ る
ような執行府 によ る立法手続 きと比べて,取 り立てて非民主主義的であ ると
は言え ない,と さえ言 い切 って いる[Haibach,1997:6]。実際,ヨ ルゲを
筆 頭 と して,コ ミ トロジー手続 きをポ ジテ ィブに評価す る見解 は,EU研 究
においては決 して少数派で はな い[JoergesandNeyer,1997]。
この ように考えれ ば,コ ミ トロ ジー ・システムをめ ぐる議論 は,我 々が ど
の ような政 体 にお いて どのよ うな政策決定 メカニズムを取 るにせよ,迫 られ
る問題 と困難 さにさほ ど相違 はない とい うことに気付 か され よう。 ただ し,
コ ミトロ ジー における問題 の困難性 は,通 常 の専門性 をめ ぐる問題 とは議論
の軸がずれて いる ことにあ る。通 常の経 済政 策 にお ける専 門家 は,ナ シ ョナ
ルな側面 を代表 してい るのではな く,当 該政 策 の策定 と執行を可能 にさせ ま
た機能 させ るための補 助エ ンジ ンの役割 と して政策過程 に参加す る。 しか し
コ ミ トロジーにおけ る専門家 は,同 様の補助的 な役割 に加え,共 同体機構 に
対 してはナシ ョナルな代表 という側面を担 って いる。 さらに,一 面ではナ ショ
ナルな代 表を担 うコ ミトロジーにおけ る専 門家 と,実 際 のEU市 民 に対す る
関係 が制度化 されて いる訳で はない。
政策の入力段 階での専 門性 を正 当化す る ものは,出 力段階 におけ る政策 の
効率性 と機能性 であ る[Lord&Magnette,2004:188]。ヨー ロ ッパ統合 は,
経済統合 において加盟 国を規制 的に コ ン トロール しなが ら共同体政策 を実施
してきた。 そのような共同体政策を執行す る能力 は確保 したが,ま だ ヨーロ ッ
パ共 同体 は共 同体全体 の民主 主義 的な統 制 メカニ ズムを確 立 したわ けではな
い。つ ま り,コ ミ トロジーを好意 的 に解釈 し,ま たその機 能を民主主義 に資
す るよ うに作用 させて も,共 同体全体の民主主義 の問題の解決 とは次元が異
な ると言 え る(29)。
コ ミ トロジーは,政 体で はまだなか った ヨー ロッパ共 同体 において,そ の
機能を深化 させ,そ して政体へ と共 同体 を離陸 させた要 因だ った。 しか し,
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その システムその ものは,デ モ クラシーの契機 を経 ないテ クノクラシーに基
づ くメカニ ズムだ った。 そ して,曲 が りな りに も政体 として成立 してい る現
在のEUに おいて,コ ミトロジーの持つ機能がデモ クラシーとテクノクラシー
の両側面を カバー してい ると して も,コ ミトロ ジー に基 づ く正 当性 は説得力
を持 ちえな くな ってきて いる。EUが 常 に深化 し続 ける政体 であるのな らば,
コ ミトロ ジー以 外の正当性 とデモ クラシー確保 のメカニズムを新 たに生 み出
す必要が あるだ ろう。その よ うな メカニ ズムを欠 いた政体 は,や がて政体 そ














(1)さ しあた りは 〔細井,2006]を参照。
(2)ロ ー ドとマニ ェ ッ トは,現 在のEUの 正 当性 には,① 間接性,② 議会的,③
テ クノクラシー的,④ 手続 き的,の 四つのベ ク トルが あ り,そ れぞれ入力的
(lnput),出力的(Output)の両側 面があると して,計 八 種類の正 当性の回路
を提示 している[Lord&Magnette,2004]。
(3)委 員会は ヨーロ ッパ共 同体における行政機関 であ るが,本 稿では規模 も機能
も異な るさまざまな 「委 員会」 が頻 出す るため,混 乱を避け るため に,EEC
か らEUの 時代を通 じて委員会 を 「欧州委員会」 と表記す る。
(4)ロ ーマ条約145条(現202条)の 規定は以 下の通 り。訳 文は松井芳郎編集代
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表 『ベ ー シ ック条 約集 』(東 信 堂,2006)を 参 照 。
理 事会 は,本 条 約 に定 め る 目的 の達 成 を確 保す るた め に,本 条約 に定 め
る条 件 に従 い,(中 略),理 事会 が採 択 す る措 置 の 中 で,理 事 会 が 定 め る規
定 を実 施す る権 限 を委 員 会 に付 与 す る。 理 事 会 は,こ れ らの権 限 の行 使 に
関 して,一 定 の要 件 を課 す る こ とが で き る。 理 事会 は,ま た,特 別 の場 合
に,実 施権 限 をみ ず か ら直接 行 使 す る権 利 を留 保 す る こ とが で き る。
(5)現 在 欧 州 共 同体 の歴 史 的 文書 を所 蔵 し公 開 して い る文 書館 は主 と して三 つ あ
る。 第 一 に は,フ ィ レ ンツ ェ郊 外 の フ ィエ ゾ レに存 す る欧 州 共 同体 歴 史文 書館
(HAEC)で あ る。 共 同 体 機 構(ECSC高 等 機 関,理 事 会,欧 州 委 員 会,
EURATOM理 事 会 等)の 文 書 に加 え,広 く統 合 に関 係 あ る政 治 家 や 官僚,運
動 団 体 の私 的 文 書 を 多 くそ ろえ て お り,最 も包 括 的 かつ オ ー プ ンな文 書館 で あ
る。 第 二 に,ブ リュ ッセ ル にあ る,欧 州委 員 会 の 文書 を公 開 す る欧州 委 員会 歴
史文 書 館(ECHA)で あ る。ECHAに は欧 州 委 員会 の 歴 史 的文 書 を 広 く公 開
して い る。 第 三 に,同 様 に ブ リュ ッセ ル の理 事 会 本 部 棟(Consilium)内に あ
る理 事 会 文 書 館(ACM)で あ る。ACMはEEC以 降 の 欧 州共 同体 の理 事 会 議
事 録 に加 え(本 稿 註 に あ るrCM2」 はEECを 含 め たECの 理 事 会 文 書 を意 味
す る),ECSC期 の 閣 僚理 事 会 の 文 書 も所 蔵 して い る。 ヨー ロ ッパ統 合 史 研 究













(1Dこ の提 案 は,12月21日 の理 事 会 に て提 出 され る。
(12)ロ ー マ条 約 で は,共 同市 場 はEEC設 立 か ら12年 の移 行 期 間 を経 て 完成 す
る こ とを規 定 して お り,そ れ ぞ れ4年 の三 つ の 段 階 を経 る。 こ こで は,移 行 期
















(18)そ れ ぞれ85条 と108・109条にお いて 規定 。
(19)70年代 のEMS設 立 とその 運 営 に至 る過 程 を詳 細 に分 析 した[権 上,2005]
を参 照 の こと。
(20)さ らに,理 事 会 の投 票様 式 に関 し,移 行期 間 後 の方 式 と して予 定 され て い た
加 重多 数 決 制(QMV)を,移 行 期 間 中 同様 の全 会一 致性 に維 持 して お き た い
とい う フラ ンスの意 向 もあ った。 た だ しこの問 題 は,空 席 危機 を引 き起 こ した
要 因 とい うよ りも,空 席 危機 が引 き起 こ され たが ゆ え に フ ラ ンスが解 決 す べ き





(23)輸 出払 戻金 制度 とは,域 内 の貿 易 業者 が農 産 物 を 国際 価 格 よ り安 価 で域 外 に




(26)こ の時 期 に は コ ミ トロ ジー とい う用語 は使 用 され て お らず,管 理 委 員会 手 続
き と称 された。 ま た この 名称 の 前 には しば しば 「いわ ゆ る(so-called)」が 付
せ られ てお り,管 理 委 員会手 続 きが周知 ・自明 の もの ではなか った ことが伺 え る。
(27)CAPの 具 体 的 な メ カニ ズム に対 して は概 略 的 に は ガ ー ドナ ー の,よ り詳 し
くは フ ェネル の著作 を 参照 に され たい[ガ ー ドナー,1998][フェネル,1999]。
(28)こ の点 につ いて は,廣 田愛 理氏 よ り有 益 な コメ ン トを 頂 いた。
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(29)こ れ らの 点 に つ い て は,マ ヨ ー ネ の 一 連 の 研 究 を 参 照 の こ と[Majone,
2005]。
(30)EUの 構 築 物 と制 度 的 な民 主 主 義 の確 立 の問 題 につ いて は[Bartolini,2005]
も参照 の こ と。
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